
 

一般社団法人 全国船舶無線協会 

◎ 無線設備等の実施報告書の様式が変更となったので、これに対応させた。 

◎ 会員から要望のあった、ＭＳ新設、ＭＳ変更のサンプルを新たに収録した。 

 登録点検員研修会のテキストとして使用する、総務省総合通信基盤局電波部電波環境課及び基幹・

衛星移動通信課監修の登録検査等実施マニュアルの改訂版です。 

１．追録第 2号販売から 3年が経過し、その間に「無線設備等の点検実施報告書（電波法施行規則

別表 5号の 3）」の様式が変更になるなど関係法令・政省令が改正されたため、これらに対応させ

た。主な改正は以下のとおり。 

ア 電波法（抜粋）：令和 3年法律第 19号（令和 3年 4月 1日施行） 

イ 電波法施行令（抜粋）：令和元年政令第 161号（令和元年 11月 20日施行） 

ウ 登録検査等事業者等規則：令和 2年総務省令第 105号（令和 2年 12月 1日施行） 

   当局に提出する書類には押印が不要となったためこれに対応させた。 

エ 電波法施行規則（抜粋）：平成 30年総務省令第 14号（平成 31年 4月 1日施行） 

  「無線設備等の点検実施報告書」の様式が変更（平成 31年 1月 1日施行）となったため、 

  これに添付する点検結果通知書の点検日や較正年月日等も対応させた。 

オ 登録検査等事業者等が行う点検の実施方法等及び無線設備の総合試験の具体的な確認方法： 

  平成 23年総務省告示第 279号（令和元年 11月 20日総務省告示第 259号） 

カ 電波法関係審査基準（抜粋）：令和 3年 6月 1日現在 

キ 無線局検査事務規程（抜粋）：令和元年 6月 27日現在 

２．点検結果通知書等の実例（サンプル）として、点検事業者から要望のあったMS新設とMS変

更を新たに加えた。 

３．改訂の対象となった頁は、全 372頁(186枚)中の 219頁(130枚)にも及んでいる。 

 

ご注文は、次ページの「購入申込書」に必要事項を記載の上、全工協本部まで FAX 等でご連絡いた

だきますようお願いします。「購入申込書」のワード版は、全工協ホームページからダウンロードす

ることもできます。 

 

お知らせ 



FAX 宛先 一般社団法人全国船舶無線協会  FAX 番号 03-3915-6360 

 

 
全工協使用欄 

 申込受理日  ２０２２年   月   日 

 商品発送日  ２０２２年   月   日 

 発送シール貼付欄 

2021 年度版登録検査等実施マニュアル（改訂版） 

購入申込書 

一般社団法人全国船舶無線協会 御中 

下記のとおり、2021 年度版登録検査等実施マニュアル（改訂版）の購入を申し込みます。 

商 品 名 税 込 価  格 数量 備 考 

2021 年度版登録検査等実施マニュアル

（バインダー無し） 

会 員 ３，６３０円  送料別途 ※ 

非会員 ６，８２０円  

2021 年度版登録検査等実施マニュアル

（バインダー付き） 

会 員 ４，９５０円  送料別途 ※ 

非会員 ８，８００円  

申込日  ２０２２年   月   日 

 会員番号         所属支部名          支部 （非会員は記載不要）  

 住所  〒 

 社名または購入者名 

 電話番号 

 ※送料実費を別途ご負担いただきます。 


